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「地域科学技術施策推進委員会」の設置について 
 

平成１４年２月８日 

文部科学省 

科学技術・学術政策局 

 

１．目的 

地域科学技術施策の具体的運用の方針等について検討するとともに、個別施策の各課題に

ついて中間・事後の評価等を行い、科学技術・学術政策局長に助言するため、科学技術・学術政

策局に「地域科学技術施策推進委員会(以下「委員会」という)」を設置する。 

２．検討事項 

（１） 地域科学技術施策の推進方策、課題選定方針に関する事項 

（２） 個別施策の各課題の中間・事後評価に関する事項 

（３） 地域科学技術施策のフォローアップに関する事項 

（４） その他 

３．委員会の構成 

   委員会の構成は別紙のとおりとする。 

   なお、必要に応じて、別紙以外の者から協力を得るとともに、関係者の意見を聞くことができる

ものとする。 

４．設置期間 

委員会は概ね５年間存置するものとする。 

５．事務局 

委員会は科学技術・学術政策局基盤政策課地域科学技術推進室を事務局として運営する。 

 

 

 （別紙） 

「地域科学技術施策推進委員会」構成員 

 

沖村憲樹  独立行政法人科学技術振興機構理事長 

岸 輝雄   独立行政法人物質・材料研究機構理事長 

副座長  清成忠男  法政大学学事顧問 

長尾秀樹   日本政策投資銀行新産業創造部長（第２６回以降） 

小林 健   日本政策投資銀行新産業創造部長（第１１～２５回） 

小林賢次郎 日本政策投資銀行新規事業部長（第４～１０回） 

丹野光明  日本政策投資銀行新規事業部長（第１～３回） 

桜井靖久  東京女子医科大学名誉教授 

清水 勇   独立行政法人工業所有権情報・研修館理事長 

座長   末松安晴  国立情報学研究所顧問 

鈴木基之  放送大学教授 

千本倖生  イーアクセス株式会社代表取締役会長 

田中道七  学校法人立命館総長顧問(関西TLO株式会社代表取締役専務） 

土居範久  中央大学理工学部教授 

昇 秀樹   名城大学都市情報学部教授 

平井昭光  レックスウェル法律特許事務所長 弁護士・弁理士 

古川保典  株式会社オキサイド代表取締役社長 

村上路一  株式会社シクスオン代表取締役社長  

（平成１８年２月現在） 

 

 


